
 

令 和 ６ 年 ３ 月 2 6  日 

内閣府本府地球環境問題対策推進委員会 

 

 

 

 

内 閣 府 環 境 配 慮 の 方 針 点 検 結 果 

 

 

 「内閣府環境配慮の方針」（平成 15年 11月 17日）に基づき、令和４年度の進捗

状況の点検結果を別紙のとおり取りまとめる。 

 



Ⅰ．環境施策の推進

1．環境施策の基盤となる研究・統計等の整備

②進捗状況・実績

③評価・課題

④今後の方向性
（見直しの方向性）

(1) 環境保全に資する科学技術の推進
　第6期科学技術・イノベーション基本計画に定めた中長期的な方向
性の下、各年度に重きを置くべき取組等については毎年の状況変
化を踏まえて、次年度の戦略において示していく。また、令和5年度
から開始するSIP第3期においても、引き続きエネルギーマネジメント
の高度化、循環経済（サーキュラーエコノミー）の実現に資する研究
開発を実施していく。
(2) 経済と環境の関係についての研究
　環境CGEモデルの精緻化に更に取り組む予定。
　大気排出勘定と汚染調整済経済成長率について引き続き、関係
省庁と連携して研究を進め、成果を公表する。

①施策の概要   温暖化対策技術の研究・開発等について調査・検討を行うなど、環
境保全に資する科学技術の推進を図る。また、経済と環境の関係を
明らかにする取組を行う。

(1)　環境保全に資する科学技術の推進
　第6期科学技術・イノベーション基本計画を踏まえ、令和4年6月に
統合イノベーション戦略2022を策定し、脱炭素社会の実現に向け
て、関係府省庁、産学官が連携して、研究開発から社会実装まで一
貫した取組の具体化を図り推進した。
  また、令和4年度まで実施した戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP第2期）においては、エネルギーシステムの概念設計や共通基
盤技術（パワエレ）、ワイヤレス電力伝送システムの高度伝送制御
技術等を確立し、次世代の社会インフラの確立、CO2削減や再生可
能エネルギーの導入拡大等に寄与した。
(2)　経済と環境の関係についての研究
　令和4年度から一般均衡モデル（CGEモデル）を用いて、環境CGE
モデルの作成を再開した。
　また、令和4年度においては、脱炭素の観点から経済活動の環境
への影響をGDPに反映させる指標として、OECDが提案した汚染調
整済経済成長率に関する研究を行うとともに、そのために必要な環
境経済統計体系に基づく大気排出勘定の研究を引き続き行った。令
和4年8月には試算した汚染調整済経済成長率と大気排出勘定を公
表した。

(1) 環境保全に資する科学技術の推進
　統合イノベーション戦略に基づき、関係府省における施策の取組
等について調査・検討・取りまとめを行うとともに、SIP課題の推進な
ど、地球温暖化対策技術等の研究開発が着実に進められているこ
とを確認している。今後、環境保全に資する科学技術を推進していく
上では、着実にPDCAサイクルを回して取組を進めることが重要であ
る。
（2） 経済と環境の関係についての研究
　本研究では、環境CGEモデルの精緻化を更に進めることが重要で
あることを再確認した。
　また産業別に排出量を記録する大気排出勘定および環境への配
慮に関する取組をGDP成長率で評価する汚染調整済み経済成長率
の推計方法の精緻化等に向けて更に研究を進める必要がある。



2．沖縄における環境共生型社会の形成

①施策の概要

②進捗状況・
実績

③評価・課題

④今後の方向
性（見直しの
方向性）

  沖縄振興基本方針（令和4年5月10日内閣総理大臣決定）に基づ
き、沖縄の亜熱帯特有の貴重な自然環境を守り育むために、自然環
境の保全・再生に取り組むとともに、自然環境保全と社会経済活動と
が両立した環境共生型社会の構築を図る。

(1) 公共事業等の実施に当たっての環境配慮策を適切に実施した。
(2) 市町村における廃棄物処理施設整備事業の実施を支援した。

(1)公共事業に関しては一定の成果は認められており、今後も沖縄の
自然環境に配慮して進めていくことが肝要である。
(2) 市町村において廃棄物の適正処理やリサイクルの推進が図られ
ている。その更なる推進を図るため、焼却施設や最終処分場等の施
設整備について一層進めていくことが必要である。

(1) 引き続き自然環境に配慮した公共事業を推進していく。
(2) 引き続き市町村の廃棄物の適正処理及びリサイクルの推進を支
援していく。



Ⅱ．日常業務における環境に配慮した取組の推進 

 

（１）グリーン調達の推進の実績とその評価・今後の方向性については別添１ 

のとおり。 

 

（２）「内閣官房及び内閣府本府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出

の削減等のため実行すべき措置について定める計画」の目標達成に向けて

推進した環境に配慮した取組の進捗状況及びその評価・今後の方向性に 

ついては別添２のとおり。 

 



（別添１）























（別紙２）

※「目標」及び「目標達成率」は、内閣官房及び内閣府の合算値を記載。

取組に対する評価、今後の取組

温室効果ガス排出量 単位 本府省庁 地方支分部局等 府省庁全体

基礎排出係数 tCO2 - - -

基準年度比 ％削減 - - -

調整後排出係数 tCO2 4,407 3,099 7,507

基準年度比 ％削減 77 87 82

基礎排出係数 tCO2 5,143 26,773 31,916

調整後排出係数 tCO2 4,463 23,455 27,919

基礎排出係数 tCO2 6,279 10,795 17,074

調整後排出係数 tCO2 1,047 8,646 9,693

基礎排出係数 tCO2 6,093 10,678 16,771

調整後排出係数 tCO2 1,136 9,059 10,195

基準年度比 ％ (18.5%増) (60.1%減) (47.5%減)

前年度比 ％ (3.0%減) (1.1%減) (1.8%減)

基準年度比 ％ (74.5%減) (61.4%減) (63.5%減)

前年度比 ％ (8.5%増) (4.8%増) (5.2%増)

基礎排出係数 ％ - - -

調整後排出係数 ％ 116.1 70.7 89.7

―
・契約電力の調整後排出係数の
変化による減少。

・所管施設の変更による減少。
・契約電力の調整後排出係数の
変化による減少。

・所管施設の変更による減少。
・契約電力の調整後排出係数の
変化による減少。

―
・契約電力の調整後排出係数の
変化による増加。

・契約電力の調整後排出係数の
変化による増加。

・契約電力の調整後排出係数の
変化による増加。

―

引き続き、特に以下について取
組を進める。
・計画的にLED照明を導入する。
・高効率機器を導入する。
・太陽光発電設備を導入する。
・再エネ電力を調達する。
・業務効率化により、勤務時間
を削減し、エネルギー使用量を
削減する。
・こまめな節電を行う。

引き続き、特に以下について取
組を進める。
・計画的にLED照明を導入する。
・高効率機器を導入する。
・太陽光発電設備を導入する。
・再エネ電力を調達する。
・業務効率化により、勤務時間
を削減し、エネルギー使用量を
削減する。
・こまめな節電を行う。

引き続き、特に以下について取
組を進める。
・計画的にLED照明を導入する。
・高効率機器を導入する。
・太陽光発電設備を導入する。
・再エネ電力を調達する。
・業務効率化により、勤務時間
を削減し、エネルギー使用量を
削減する。
・こまめな節電を行う。

目標達成率

自
己
評
価
・
今
後
の
取
組

実
績
値
の
増
減
理
由

基準年度からの増減理由

前年度からの増減理由

目標達成に向けた今後の取組

実
績

2013年度実績値

2021年度実績値

2022年度実績値

基礎排出係数

調整後排出係数

省庁名称 内閣府

目
標

2030年度目標値

「内閣官房及び内閣府本府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画」の目標達成に向けて推
進した環境に配慮した取組の進捗状況等について



単位 本府省庁 地方支分部局等 府省庁全体

目標（2030年度値） ％ 100 100 100

2021年度実績値 ％ 94 22 53

2022年度実績値 ％ 94 27 59

％ 100 75 78

目標達成率 ％ 96.0 38.0 71.0

再生可能エネルギー電力の調達割合 単位 本府省庁 地方支分部局等 府省庁全体

目標（2030年度値） ％ 60 60 60

2021年度実績値（自家消費の再生可能エネルギーを除く） ％ 6 6 6

2022年度実績値（自家消費の再生可能エネルギーを除く） ％ 28 10 18

2022年度実績値（自家消費の再生可能エネルギーを含む） ％ 28 14 20

目標達成率 ％ 65.0 23.3 53.3

LED照明の導入割合 単位 本府省庁 地方支分部局等 府省庁全体

目標（2030年度値） ％ 100 100 100

2021年度実績値 ％ 53 13 35

2022年度実績値（LED化が困難な理由がある場合を含む） ％ 56 17 38

2022年度実績値（LED化が困難な理由がある場合を除く） ％ 62 18 40

目標達成率 ％ 64.0 18.0 50.0

実
績

自
己
評
価
・
今
後
の
取
組

前年度からの増減理由 ・更新時期を迎えた既存照明をLEDに切替えた。

目標達成に向けた今後の取組
・庁舎の新築・改修時には、LEDを標準設置するとともに、既存照明についても計画的にLED転換を実施す
る。

実
績

自
己
評
価
・
今
後
の
取
組

2022年度の取組状況

・本府省庁の一部施設において、事業者への事前確認や調達時期を早めることにより再生可能エネルギー電
力の割合を３０％で調達した。
・地方支分部局等の一部施設においては、再生可能エネルギー比率３０％以上を条件とした入札を実施し、
落札業者と契約した。その他施設においては、条件に対応している業者の参入がなかったため、やむを得ず
条件を撤廃した事例があった。（落札業者の再生可能エネルギー比率は２７．６％であった。）

目標達成に向けた今後の取組
・環境配慮契約法基本方針に従って、再生可能エネルギー電力の最大限導入に向け、調達電力に占める再生
可能エネルギー電力の最低限の割合を明記することとする。（沖縄電力供給区域については、現状、環境配
慮契約法の対象外とされている。）

・本府省庁においては、更新時期を迎えた電動車については引き続き電動車と入替えを行った。
・地方支分部局等においては、ガソリン車の台数減少による総保有台数の減少等により、電動車の割合が増
加した。

目標達成に向けた今後の取組 ・リース等も活用しつつ、更新時期を迎えるものを中心に順次、電動車とする。

公用車に占める電動車の割合
（代替可能でない車を含まない）

実
績

2022年度の新規導入・更新における電動車の割合

自
己
評
価
・
今
後
の
取
組

前年度からの増減理由
（2022年度の新規導入・更新における電動車の割合に関

する取組状況を含む）



太陽光発電の導入量 単位 本府省庁 地方支分部局等 府省庁全体

導入件数（2030年度値） 件 10

導入量（2030年度値） kW 48

件 3 7 10

件 1 0 1

kW 0 0 0

kW 0 0 0

kW 10 0 10

単位 本府省庁 地方支分部局等 府省庁全体

『ZEB』 相当 件 0 0 0

Nearly ZEB 相当 件 0 0 0

ZEB Ready 相当 件 0 0 0

ZEB Oriented 相当 件 1 0 1

ZEB Oriented 相当未満 件 0 0 0

ZEB対象外（2021年度以前に設計） 件 0 1 1

2
0
2
2
年
度
実
績

目標達成に向けた今後の取組 ・今後予定する新築建築物は原則ZEB Oriented相当とし、可能な限りZEB Ready相当を目指す。

自
己
評
価
・
今
後
の
取
組

2022年度の取組状況
・本府省庁においては、2022年度以前に太陽光発電設備を設置可能な施設に設置済み。
・地方支分部局等においては、2022年度以前に設置可能な施設の一部施設に設置済み。

今後の取組 ・太陽光発電の導入に関する整備計画を策定し、計画的な整備を進める。

新築建築物のZEB化状況

目標

実
績

2022年度までの累積の導入件数

2023年度単年度の実績・見込みの導入件数

2021年度単年度の新規導入量

2022年度単年度の新規導入量

2023年度単年度の新規導入実績・見込み量




